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企業内市場志向浸透に関する概念モデルの構築*

――現場従業員の 2つの同一視に着目して―― 

 

川村 澄明 

 

近年、組織として市場志向を掲げる企業が増えている一方、その有効性に関して懐疑的な主張

も登場している。本論は、このような現状に鑑み、個人の市場志向に着目する。その上で、本論

は、末端の現場従業員の市場志向を高める要因を探究するべく、彼らにまで市場志向を浸透させ

るプロセスにおいて、組織および顧客の両方に対する彼らの「同一視」が果たす役割を描写した

概念モデルを構築する。 

 

 

第 1章 はじめに 

 

企業経営においてマーケティングは重要である、という主張は、多くの企業経営者からすると、今更指

摘されるまでもない当然の主張のように聞こえるであろう。例えば、日本有数の家庭用品メーカーである

花王は、市場情報を収集することの重要性にいち早く気づき、1974年には、市場調査を担当する調査部を

設立した。グローバル化の影響を受けて、2006年より、調査部の名称はグローバルリサーチセンターへと

変更されたものの、現在に至るまで花王は、顧客の声に根差した経営を行うことによって、数々のヒット

商品を生み出してきた。他にも、マーケティングサポートセンターを設置し、得られた市場情報を組織内

に普及させる仕組みを整えることによって、失敗さえも他部門へ普及させ、伊右衛門の成功を掴んだサン

トリー、あるスーパーの支店長から得た情報に素早く反応し、キットカットの全社的な「きっと勝つ」キ

ャンペーンへと展開させたネスレコンフェクショナリーなど、企業経営におけるマーケティングの重要性

を正しく認識することによって、成果を上げた事例は、日本企業だけを見ても、枚挙に暇がない（嶋口・石

井・黒岩・水越，2008）。このように、企業経営者にとっては、市場情報を収集し、それを組織内に普及させ、

そしてそれに対して反応することは、当たり前のように重要であると言いうるかもしれない。 

しかしながら、日々、多様なタスクを抱えながら顧客と接する現場従業員となると、話は変わる。多様

なステークホルダーの内の 1 つでしかない顧客に割くことのできる時間は限定的であり、ましてや現場従

業員個人の力で把握できる競合他社の動向の範囲にも限界があるであろう。そのような現場従業員が、独

自に市場情報を収集したり、それに対して即座に反応したりすることは、容易いことではない。したがっ

て、日々の労働の中心にマーケティングを据えることの重要性を認識できている現場従業員はそう多くは

ないであろう。そうはいえども、このような素朴な現場従業員ばかりでは、企業はたちまち立ち行かなく

なってしまうであろう。企業経営者が、多大なる労力を費やして戦略を練ったとしても、その戦略を実行
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する主体である現場従業員がその本質を理解できていなければ、成果を上げることは難しい（Guenzi, 

DeLuca, and Troilo, 2011）。実際、ますます多くの企業が、「お客様のために」ないしは「顧客第一」といっ

た文言を掲げるようになってきているが、そのような企業の中のすべての企業が、上述したような成果を

上げられているわけではないということも事実である（Kumar, Jones, Venkatesan, and Leone, 2011）。成果を

上げられていない企業は、お題目のごとく、顧客を重んじることの重要性を訴えつつも、その本質を現場

従業員にまで浸透させることに失敗しているのかもしれない。それでは、企業が成果を上げるために、現

場従業員にまでマーケティングの重要性を浸透させるにはどうすればよいのであろうか。 

企業経営におけるマーケティングの重要性がこれほどまでに広く認知されているのは、マーケティング・

コンセプトという思想の存在が大きいであろう。マーケティング・コンセプトとは、「企業は消費者の欲求

を発見し、その欲求を満たす製品を生産するよう努めるべきだ」（Schnaars, 1991, 内田・山本訳，2004, p. 10）

と説く思想である。マーケティング・コンセプトの起源を求めることのできる人物の 1 人に、Peter F. 

Drucker がいる。彼は、マーケティングがまだ販売に関係する職能の遂行を意味するに過ぎなかった時代

に、以下のように述べている。 

 

「実のところ、販売とマーケティングは逆である。同じ意味ではないことはもちろん、補い合う部

分さえない。もちろん、なんらかの販売は必要である。だがマーケティングの理想は、販売を不

要にすることである。マーケティングが目指すものは、顧客を理解し、製品とサービスを顧客に

合わせ、おのずから売れるようにすることである」（Drucker, 1973, 上田訳，2001, p. 17） 

 

この供述は、マーケティング・コンセプトの本質を簡潔に言い当てている。企業は、顧客のニーズやウォ

ンツを理解するように努める必要があり、それによって自然と成果がもたらされるということを、この供

述は暗に示している。Druckerの先験的な供述の他にも、ゼネラル・エレクトリック社が「GE流マーケテ

ィング・コンセプト」を展開するなど、マーケティング・コンセプトは、1950年代以降、多くの識者たちに

よって議論されることとなった。 

現在、企業経営におけるマーケティングの重要性が当然のように認識されているのは、こうした議論の

賜物であろう。しかし、このマーケティング・コンセプトの具体的な実行方法に関しては、1990 年までほ

とんど関心が持たれず、その有効性が定量的に測定されることもなかった。そのような状況を反省するよ

うにして、1990年に、2つの論文が Journal of Marketingに投稿された。それが、Kohli and Jaworski

（1990）および Narver and Slater（1990）である。Kohli and Jaworski（1990）は、マーケティング・コン

セプトの実行に関する理解のためのフレームワークの構築に対して、明らかに取り組みが不足していると

指摘した。その上で、彼らは、概念領域の明確化、調査命題の提唱、および市場志向の先行指標と結果指標

を含む統合的なフレームワークの構築に取り組んだ。しかしながら、Narver and Slater（1990）は、マー

ケティングの研究者および実務家は、マーケティング・コンセプトが提唱されてから 30 年以上の間、企業

成果が市場志向によって影響を受けているという状況を観察しているにもかかわらず、市場志向の妥当な

尺度が存在せず、それゆえ、企業成果に与える有効性を体系的に分析できないと指摘した。その上で、彼

らは、市場志向の尺度を独自に作成し、それが企業成果に有意な影響を与えるかどうかを経験的にテスト
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した。 

これら 2つの論文を端緒にして、これまで数多くの市場志向に関する研究がなされた。2000年代までの

主な研究潮流は、市場志向の先行指標と結果指標を探究することであった（e.g., Kirca, Jayachandran, and 

Bearden, 2005）。2005年に市場志向に関する研究のメタ分析を行った Kirca, et al.（2005）は、先行研究は、

先行指標と結果指標の一部しか取り扱っておらず、しかも、市場志向と結果指標の間の関係に関する知見

は、先行研究間で一致していない、と指摘した。その上で、彼らは、市場志向の先行指標と結果指標を含ん

だ統一モデルの構築と、先行研究の結果の一般化に取り組んだ。その結果、先行指標として、部門間の関

連性、トップマネジメントの支配力、および市場志向に対する報酬制度が、市場志向に有意な影響を与え、

結果指標として、顧客ロイヤルティ、品質、革新性が、市場志向から有意な影響を受けるということが示

唆された。 

上述した研究潮流における調査設計の特徴として、1つの企業ないしは事業単位につき、1人または少数

のマネジャーが、その組織の市場志向に関する調査票に回答しているという点が挙げられる。このような

調査設計がなされた理由として、市場志向はその企業ないしは事業単位内で均質であるということを暗に

仮定していたということが考えられる。しかし、実際の企業においては、市場志向の高いマネジャーの下

で、すべての従業員の市場志向が高いとは限らず、その逆もまた然りである。市場志向の強さにも従業員

の間で個人差があると考えるのが妥当であり、それに従って成果も異なるであろう。したがって、それら

の先行研究は、多様な志向性を抱くであろう従業員の存在を看過しているという問題を抱えている、と指

摘されうるであろう。この問題は、市場志向と結果指標の関係に関する知見が先行研究間で一致していな

いという、Kirca, et al.（2005）によって指摘された限界の原因かもしれない。 

このような問題に関連して、2000年代より、新しい調査設計の下で調査を実施する市場志向研究が現れ

た。それは、組織の市場志向を測定するに際して、マネジャーに組織を代表して調査に回答してもらうの

ではなく、個人の市場志向を測定する尺度を開発した上で、それについてすべての従業員に回答してもら

うという手法を採用した研究であった（e.g., Gebhardt, Carpenter, and Sherry, 2006; Schlosser and McNaughton, 

2007; Lam, Kraus, and Ahearne, 2010）。とりわけ、Lam, et al.（2010）は、Bandura（1977）の社会的学習理

論を援用することによって学術的背景を整序した上で、個人の市場志向の尺度を開発したという点で、多

大なる貢献をもたらしている。彼らによると、個人の市場志向とは、「組織のメンバーが、顧客の選好、競

合他社の情報、および製品知識を、優れた顧客価値を創造・提供するプロセスへと統合すること」（Lam et 

al., p. 62, 邦訳は本論著者による）であり、それは、上層部から下層部へと伝播する形で組織内を普及する。こ

の個人の市場志向に着目すると、現場従業員にまでマーケティングの重要性を浸透させるにはどうすれば

よいのであろうかという上述の問いは、現場従業員の市場志向を高めるにはどうすればよいのであろうか

という問いに改められる。本論は、この問いに答えるような概念モデルを構築することを研究目的として、

展開される。 

そうした研究目的を達成するために、本論は、組織同一視に関する研究の知見を援用する。組織同一視

とは、「知覚された組織との同一性、および自分のことのように感じる組織の失敗や成功の経験」（Mael and 

Ashforth, 1992, p. 103, 邦訳は本論著者による）である。組織同一視は、従業員満足や、組織コミットメントに

正の影響を与えつつ、離職意図に負の影響を与えるなど、組織の成果の向上に貢献する一要因として、1970
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年頃から、組織行動学者の間で注目を集めていた（Brown, 1969, Ashforth and Mael, 1989, Mael and Ashforth, 

1992）。とりわけ、Ashforth and Mael（1989）が、社会的アイデンティティ理論を援用して以降、社会的ア

イデンティティ理論を用いたアプローチが積極的に採用されるようになった。それに加えて、近年、組織

同一視に関する研究から派生する形で、顧客同一視という概念が提唱された（e.g., Anaza, 2015）。顧客同一

視とは、「従業員が、顧客との相互依存的な役割関係に基づいて、顧客と自己を同一視する程度」（Anaza, 2015, 

p. 925, 邦訳は本論著者による）である。顧客同一視もまた、顧客志向を媒介して職務成果に正の影響を与える

など、組織の成果に貢献するということが示唆されている（Korschun, Bhattacharya, Swain, 2014）。以上の

ように、組織および顧客を強く同一視する従業員は、組織にとって好ましい成果をもたらす可能性が高い

ということが示唆されている。したがって、組織同一視および顧客同一視という 2 つの構成概念は、従業

員の市場志向に関しても、重要な役割を果たすであろうことが期待されるであろう。 

以上の議論を要約すると、本論は、組織として市場志向を掲げる企業が増えている一方、その有効性に

関して知見が一致していない現状に鑑み、個人の市場志向に着目する。その上で、本論は、末端の現場従

業員の市場志向を高める要因を探究するべく、彼らにまで市場志向を浸透させるプロセスにおいて、組織

および顧客の両方に対する彼らの「同一視」が果たす役割を描写した概念モデルを構築する。 

 

 

第 2章 市場志向に関する先行研究 

 

2－1 組織の市場志向に関する先行研究 

 

先述したように、市場志向に関する実証研究は、1990年に端を発し、2000年代まで、主に、市場志向の

先行指標と結果指標を探究することによって発展してきた。それらの研究の特徴として、1 つの企業ない

しは事業単位につき、1 人または少数のマネジャーが、その組織の市場志向に関する調査票に回答してい

るという点が挙げられる。そのため、それらの研究は、「組織の市場志向に関する研究」と呼称しうるであ

ろう。本節においては、組織の市場志向に関する研究に関して、とりわけ、端緒となった 2 つの論文、お

よび近年の知見に着目しながら、先行研究を概観していきたい。 

まず、嚆矢的研究の 1つである Kohli and Jaworski（1990）は、マーケティング・コンセプトの実行に関

する理解のためのフレームワークの構築に対する取り組みが不足していると指摘した。その上で、彼らは、

市場志向を組織によるマーケティング・コンセプトの実行と位置付けた上で、過去 35 年間のマーケティン

グ論とその関連分野の先行研究レビュー、および 62人のマネジャーと 10人の研究者へのインタビューを

実施した。その結果として、市場志向を以下のように定義している。 

 

「組織的に、現在および将来の顧客ニーズに関する市場情報を生成し、部門間でその情報が普及さ

れ、そしてそれに反応すること」（Kohli and Jaworski, 1990, p. 6, 邦訳は本論著者による） 

 

後述する Narver and Slater（1990）の定義と比べて、彼らのこの定義は、組織が市場情報を正しく扱う
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様を描写しており、市場志向を行動的視点から捉えていると評しうる。彼らはまた、定義の導出に加えて、

市場志向の先行指標と結果指標にも言及している。彼らによって先行指標として挙げられたのは、シニア

マネジメント要因、部門間ダイナミクス要因、および組織的システム要因であり、結果指標として挙げら

れたのは、ビジネス成果、顧客の反応、および従業員の反応であった。 

Kohli and Jaworski（1990）は、市場志向の基礎を提供することを目的としていたために、提唱された仮

説に対して経験的テストを実施してはいなかった。この点に関して、彼らは後に、彼ら自身の定義に基づ

いて市場志向の 3 つの行動的側面に関する測定尺度を開発した上で、市場志向と企業成果の関係を経験的

に探究した（Jaworski and Kohli, 1993）。 

他方、Narver and Slater（1990）は、企業成果が市場志向によって影響を受けている状況を観察してい

るにもかかわらず、市場志向の妥当な尺度が存在せず、それゆえ、企業成果に与える有効性を体系的に分

析できないと指摘した。その上で、彼らは、市場志向を以下のように定義している。 

 

「優れた顧客価値を買い手に提供するために必要な行動を最も効果的かつ効率的に生み出し、それ

に従って連続して優れた企業成果を上げる企業文化」（Narver and Slater, 1990, p. 21, 邦訳は本論著者

による） 

 

企業文化という言葉が用いられていることからも判るように、彼らのこの定義は、市場志向を文化的視

点から捉えていると評しうる。それに加えて、彼らは、市場志向の組織文化に規定される行動の要素とし 

 

図表 1 市場志向を実現する 3つの行動的要素 

（出所）Narver and Slater（1990），p. 23. 邦訳は本論著者．  ああ 

長期収益

視点 

顧客志向 

競合他社志向 部門間調整 

標的市場 
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て、顧客志向、競合他社志向、および部門間調整という 3 つの要素を挙げている。彼らによると、顧客志

向とは、「標的顧客にとっての優れた価値を連続的に創造できるようにするために、彼らのことを十分に理

解すること」（p. 21）であり、競合他社志向とは、「重要な顧客と潜在的な競合他社の両方に関する、短期的

な強みと弱み、および長期的なケイパビリティと戦略を理解すること」（pp. 21f.）であり、部門間調整とは、

「標的顧客にとっての優れた価値を創造する際に、企業の資源を協調して有用化すること」（p. 22）である。

図表 1 に示されるように、これらの行動的要素は、同一次元上に存在しており、企業が標的市場において

長期的に収益を上げるために、それぞれ等しく重要である。彼らは、市場志向に関する妥当な尺度の開発

とその有効性の分析を目的としていたために、これらの 3 つの市場志向の行動的要素に対応した測定尺度

を開発した上で、市場志向と収益性の関係に関する実証分析にも取り組んだ。コモディティ製品と非コモ

ディティ製品を扱っている、ある大企業における 140 の事業単位をサンプルとして、因子分析や最小二乗

法による回帰分析を行った結果、市場志向の測定尺度に関する信頼性と妥当性が見出されるとともに、非

コモディティ事業においては、市場志向と収益性が正の関係にあるということが、また、コモディティ事

業においては、市場志向と収益性が U字型の関係にあるということが、それぞれ示唆された。 

Slater and Narver（1995）は、市場志向は、重要な企業文化であるにもかかわらず、組織が市場につい

て学習する能力を最大限に活用するためのきっかけに過ぎないという批判に晒されたままであると指摘し

た。その上で、彼らは、組織学習に着目し、学習する組織の風土や文化は何によって構成されるのかとい

うことに関する理解を拡充することを目指した。具体的には、以下の 3 つの研究課題に取り組んだ。すな

わち、組織が新しい知識を発展させて行動を変えるプロセスを描写すること、知識に駆動された行動の変

化によって、不確実性の高い状況の下で、どのように競争優位が構築・維持されるのかということを説明

すること、および、学習する組織の文化や風土を構成する理論に根差した一連の組織の要素を提唱するこ

とである。彼らは、以上の研究課題に取り組むに当たって実証分析を行ってはおらず、測定尺度の開発や、

社会学から人類学にまで至る関連分野における知見の統合は、今後の課題として位置づけている。 

Kirca, et al.（2005）は、個々の先行研究は、先行指標と結果指標を一部しか取り扱っておらず、また、

先行研究間で、市場志向と結果指標の間の知見が一致していないと指摘した。その上で、彼らは、市場志

向の先行指標と結果指標を包括的に組み込んだ統一モデルの構築と、それに伴う先行研究の結果の一般化

に取り組んだ。具体的には、組織を分析対象としている 114 の市場志向に関する研究を対象としてメタ分

析を行った。その結果、部門間の関連性、トップマネジメントの支配力、および市場志向に対する報酬制

度が、先行指標として、市場志向に対して有意な影響を与え、顧客ロイヤルティ、品質、革新性が、結果指

標として、市場志向から有意な影響を受けるということが示唆された。 

Kirca, et al.（2005）が指摘したように、これまでの多くの研究は、市場志向が成果に対して有意な正の

影響を与えるということを示唆してきたが、それと同時に、その逆の影響を示唆する研究や、有意な影響

は存在しないことを示唆する研究も存在している。このような研究を受けて、近年においては、市場志向

の有効性に対して、懐疑的な主張も登場している（Kumar, et al., 2011; Frösén, Luoma, Jakkola, Tikkanen, As-

para, 2016）。Kumar, et al.（2011）は、市場状況が急速に変化している現代において、企業が成果を持続で

きるような戦略的志向、すなわち市場志向を理解することの重要性がますます高まっているにもかかわら

ず、長期的なデータを用いて市場志向の長期的な利益を調査した研究は不足していると指摘した。その上
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で、彼らは、市場志向は、持続的競争優位の源泉を創造し得るのか、それとも、企業が今日のビジネス環境

で競争するときに直面する必要条件なのか、そして企業が市場志向であることから得られるアドバンテー

ジは、どれほどの大きさで、どれくらい持続すると期待できるのかという 2 つの研究課題に取り組んだ。

彼らによると、企業が市場志向であることは、これまでの議論と同様に、企業の持続的な競争優位の構築

に貢献するということが期待される。しかしながら、市場志向の企業は、現在の顧客や、彼らの顕在的な

ニーズに応えることに関する努力にばかり集中してしまうかもしれないため、潜在的かつ非伝統的な源泉

から生じる脅威を予期することが難しい。また、市場志向は、それが競合他社による模倣が不可能な場合

にのみ、長期的な成果をもたらしうるため、市場志向は、必ずしも企業の持続的な競争優位の構築に貢献

するわけではない。こうした議論を踏まえて、彼らは、市場志向を適用したタイミングと成果の関係、お

よびその関係を調整する環境的要因の影響を探究した。1997年、2001年、および 2005年という 3時点に

おいて企業調査を行って収集されたパネルデータを用いて、横断面的かつ時系列的に回帰分析を行った結

果、市場志向は必要な「競争上のコスト」ではあるが、競争優位の源泉ではなく、市場志向であることから

得られるアドバンテージは年々減少しているということが示唆された。 

Frösén, et al.（2016）は、市場志向はもはや競争優位の源泉ではないという Kumar, et al.（2011）の指

摘、さらには、マーケティング・リサーチに全く依存しなかった Appleや、マーケティング成果尺度への依

存に対して批判的な姿勢を示す Googleのような新興企業が高い成果を上げているという現状に鑑み、市場

志向とマーケティング成果尺度指標が、異なるタイプの企業や文脈において、どのように成果に影響を与

えるのかという問いに関する理解が不足していると指摘した。その上で、彼らは、市場志向とマーケティ

ング成果尺度のどのような組み合わせが成果に影響を与えるのかという研究課題に取り組んだ。彼らは、

革新的な分析手法であるファジィセット質的比較分析（fsQCA）を行って、フィンランド企業 628社を対象

に行った調査によって収集されたデータを解析した。その結果、市場志向であるということ、および、組

織規模に合わせたマーケティング成果尺度の適切な使用の組み合わせが成果をもたらすということが示唆

された。より特定的には、大企業は、市場志向であり、かつ顧客態度指標、競合他社尺度、および金銭的指

標といったマーケティング成果尺度を包括的に使用することによって高い成果を上げられるということが

示唆された。他方、小規模なマーケットリーダーは、市場志向であるということだけによって、また、その

他の小企業は、市場志向であるだけでなく、顧客態度指標、競合他社尺度、および金銭的指標といったマ

ーケティング成果尺度を選択的に使用することによって、高い成果を上げられるということが示唆された。 

 

2－2 個人の市場志向に関する研究 

 

前節で概観した、組織の市場志向に関する研究の大半は、1つの企業ないしは事業単位につき、1人また

は少数のマネジャーに、組織を代表して市場志向に関する調査票に回答してもらうという手法を採用する

ことによって、市場志向という概念を組織単位で扱ってきた。そのような研究は、市場志向的戦略を実行

する主体であるはずの現場従業員の存在を看過しているため、現場従業員の市場志向を高めるにはどうす

ればよいのであろうかという問いに関して、十分な示唆を提供できていない。このような反省を踏まえ、

近年においては、1人または少数のマネジャーから、その企業に属する全従業員へと、調査対象を拡大した
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研究が行われるようになった。このように、調査対象を 1 人または少数のマネジャーのみに限定せず、そ

の企業に属する全従業員を対象とすることによって、個人の市場志向に関心を向けた研究は、「個人の市場

志向に関する研究」と呼称しうるであろう。本節においては、そのような個人の市場志向に関する先行研

究を概観していきたい。 

Gebhardt, et al.（2006）は、市場志向に関する先行研究の大半が、市場志向の尺度を開発した後、その

先行指標や結果指標を探究することによって、実務的にも学術的にも大きな関心を集めてきたにもかかわ

らず、組織がどのようにして市場志向になるのかということを探究した研究は限られていると指摘した。

その上で、彼らは、組織が市場志向になるプロセスの探究に取り組んだ。彼らは、企業を、その変化の過程

に着目して、変化開始、変化中、および変化後という 3 つの段階に分類するとともに、学術的・実務的推

奨、ビジネスプレスのレビュー、および企業文書に基づいて、各段階に該当する企業を選定した。その後、

それらの企業に所属する従業員を対象に定性調査を実施した。この調査によって収集されたデータは、

NVivoソフトウェアを用いてコード化され、分析された。分析の結果、図表 2に示されるように、組織は、

初期化、再構築、制度化、および維持という 4 段階のプロセスを経て、市場志向になるということが示唆

された。 

Schlosser and McNaughton（2007）は、市場志向に関する先行研究が、企業レベルの構成概念に集中し

てしまったため、市場志向を発展させ、形成する個人によって実行されるルーティンが無視されてしまっ

ていると指摘した。その上で、彼らは、個人の市場志向行動を測定するための独自の尺度、I-MARKORを

開発し、その尺度を用いることによって、個人の市場志向行動に影響を与える個人レベルの先行指標の探

究に取り組んだ。多様な産業における 138 人の従業員を対象に行った調査によって収集されたデータを用

いて分析を行った結果、先行指標として、従業員と雇用主との間の役割義務に関する心理的契約が、対等

かつ重要であるという従業員の知覚、従業員の学習俊敏性、および顧客との接触が市場志向行動に正の影

響を与えるということが示唆された。 

Lam, et al.（2010）は、どのようにしてトップマネジメントが各組織のメンバーに対して組織階層を通し

て市場志向を普及させるのかということを探究した研究がほとんど存在しないと指摘した。その上で、ト

ップマネジメントが下層の組織メンバーにまで市場志向を普及させるために頼ることができる人物（Lam, 

et al. は「使者」と呼称した）とは誰か、そしてどのような状況の下で、使者の役割がより重要になるのかと 

 

図表 2 組織が市場志向になるプロセス 

（出所）Gebhardt, et al.（2006），p. 51. 邦訳は本論著者による。 

初期化 再構築 維持 制度化 

1. 認識 

2. 準備 

1. 境界策定 

2. 価値観と規範の構築 

3. 市場との再結合 

4. 反対者の解雇と 

賛成者の雇用 

5. 共同戦略 

1. 形式化 

2. 報酬の調整 

3. 啓蒙と訓練 

4. パワーシフト 

1. 文化のふるい分け 

2. 文化維持儀式 

3. 市場との結合の継続 

4. 文化的フレームの維持 

5. 流行に対する警戒 
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いう研究課題に取り組んだ。彼らは、Bandura（1977）の社会的学習理論を援用することによって学術的背

景を整序した上で、市場志向の普及を、これらの使者がトップマネジメントから学習することによって自

身の市場志向を発展させ、その後、現場従業員へ市場志向行動の形式的および非形式的なロールモデルを

提供する社会的学習のプロセスと見なした。Lam, et al. が提唱した市場志向の普及プロセスは、図表 3に

表されるとおりである。この普及プロセスの経験的妥当性を吟味するため、彼らはまず、Voss and Voss

（2000）が開発した市場志向尺度に基づいて、独自に個人の市場志向（IMO）尺度を開発した。次に、アメリ

カのある大企業における、43人のトップマネジメント、285人のミドルマネジャー、および 1,528人の現

場従業員を対象に行った調査によって収集されたデータを用いて分析を行った結果、IMO尺度の信頼性と

妥当性が見出された。それに加えて、対象となった従業員が所属する販売地域間におけるデータの階層性

を考慮して、階層的線形モデリングを行った結果、トップマネジメントを起点として、ミドルマネジャー

とベテランの同僚という 2 種類の使者を通して、市場志向が現場従業員へと普及するということが示唆さ

れた。特筆すべきことに、彼らはその市場志向の普及を促進する要因として使者の組織同一視に着目した

仮説を提唱しており、その仮説に関する分析の結果、使者の組織同一視が、市場志向の普及に有意な正の

影響を与えるということが示唆された。 

 

図表 3 市場志向の普及プロセス 

ただし、Lam, et al.（2010）を参考に本論著者作成。 

レベル 3 

レベル 1 

トップマネジメントの市場志向 

ミドルマネジャーの

市場志向 

ベテランの同僚の

市場志向 

現場従業員の市場志向 

ベテランの同僚の

組織同一視 

“ロールモデル” 

ミドルマネジャーの

組織同一視 

レベル 2 “ロールモデル／観察者” “ロールモデル／観察者” 

“観察者” 
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2－3 まとめ 

 

本章においては、第 1 章において提起した、現場従業員の市場志向を高めるにはどうすればよいのであ

ろうかという問いに対する答えを見出すために本論が援用する、市場志向に関する研究の知見を概観した。

まず第 2－1節において、1人または少数のマネジャーに、組織を代表して市場志向に関する調査票に回答

してもらうという手法を採用した「組織の市場志向に関する研究」をレビューした。その中で、組織の市

場志向に関する研究は、1990年代から始まり、30年以上の間、組織の市場志向の先行指標や結果指標に関

する知見を蓄積してきた一方、市場志向の有効性に対して懐疑的な主張も登場しているということを確認

した。続く第 2－2節において、すべての従業員に市場志向に関する調査票に回答してもらうという手法を

採用した「個人の市場志向に関する研究」をレビューした。その中で、個人の市場志向に関する研究は、組

織の市場志向に関する研究によっては描写することのできなかった、市場志向に関するより詳細な知見を

蓄積してきたということを確認した。 

 

 

第 3章 同一視に関する先行研究 

 

3－1 組織同一視に関する研究 

 

Ashforth and Mael（1989）は、組織同一視は、組織コミットメントや内部化といった組織同一視と関連

する構成概念や、同一視の先行指標や結果指標であると考えられるような行動と混同されてきたと指摘し

た。その上で、彼らは、このような関連概念との混同を解消するため、Tajfel and Turner（1979）によって

提唱された社会的アイデンティティ理論を援用することによって、組織同一視という概念の再検討に取り

組んだ。社会的アイデンティティ理論によると、個人は、自身と他者を、組織メンバーシップ、信仰宗教、

性別、および年齢群といった、様々な社会的カテゴリーに分類する。このような分類は、社会的分類と呼

称され、それは、2つの機能を提供している。第 1に、社会的分類は、個人に対して他者を定義する体系的

な方法を提供しつつ、社会的環境を細分化し、そして順序づける。第 2 に、社会的分類は、個人を、その

細分化された社会的環境の中に位置づける。Ashforth and Mael は、社会的アイデンティティ理論を組織

同一視に適用するために、とりわけ社会的分類の第 2 の機能に着目した。このように、彼らは社会的アイ

デンティティ理論と部分的に焦点を合わせつつ、その枠組に照らして、組織同一視の先行指標と結果指標

を検討した。その結果、組織の威信、組織の独自性、および外集団の顕著性が、先行指標として、組織同一

視に影響を与え、組織へのコミットメント、集団形成に関する成果、自己典型化、および同一視の先行指

標が、結果指標として、組織同一視から影響を受けるということが示唆された。最後に、彼らは、組織とい

う文脈においても社会的アイデンティティ理論が有用であるということを示唆するため、社会的同一視を、

組織行動の 3つの領域、すなわち社会化、役割コンフリクト、および内集団関係に適用した。 

Riketta（2005）は、組織同一視に関する当時最も新しいメタ分析が、4 つの相関にしか焦点を合わせて

おらず、その分析が行われた 2000年以降にも多くの組織同一視に関する研究がなされているということ、
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および、組織同一視と類似した概念である態度的組織コミットメントとの区別が曖昧なままであるという

ことの 2 点を指摘した。その上で、彼らは、組織同一視の定義の提唱、組織同一視のメタ分析の実施、お

よび、組織同一視と態度的組織コミットメントの区別の探究に取り組んだ。組織同一視は、「組織のメンバ

ーが、認知的ないしは情緒的に、組織のメンバーシップと自己概念を結びつけること」（Riketta, 2005, p. 361, 

邦訳は本論著者による）と定義される。メタ分析の結果、組織同一視が、労働に関連する態度、行動、および

文脈変数と相関すること、態度的組織コミットメントと経験的に区別されること、および組織同一視の測

定尺度の内、最も広く用いられている 2 つの尺度、すなわち Mael 尺度と組織同一視尺度が、異なる結果

を生じさせるということが示唆された。とりわけ、労働行動を予測することを目的とする研究において、

Mael and Tetrick（1992）が開発した Mael尺度の使用が好ましいということが示唆された。 

Besharov（2014）は、組織のメンバーが、重要であると考えている組織アイデンティティの属性の点で

異なっているような状況の下で、同一視が生じるプロセスについては、ほとんど明らかにされていないと

指摘した。その上で、彼は、そのプロセスを描写するため、ある社会的責任のある小売企業を対象にして、

定性研究に取り組んだ。具体的には、92 人の従業員とマネジャーの 174 時間に及ぶインタビューデータ、

8つの店舗の観察データ、および記録文書のデータを収集・解析した。その結果、従業員の間に同一視が生

じるのは、マネジャーが異なる価値観を統合した解決策を構築した上で、既存のイデオロギーを取り除き

つつ、社会的ミッションが実行されるように具体的な方策を提示しながらイデオロギーを再構築すること

によって、従業員にとっての組織的価値観を解釈・実行した時であるということが示唆された。 

Kraus, Haumann, Ahearne, and Wieseke（2015）は、先行研究がマネジャーの組織同一視または現場従

業員の組織同一視のどちらかの便益について、別々に焦点を合わせた分析しか行われていないと指摘した。

その上で、彼らは、マネジャーと現場従業員のダイアドにおける組織同一視の交互効果の探究に取り組ん

だ。そのような交互効果を経験的にテストするため、302人のマネジャーと、2,296人の現場従業員を対象

に行った調査によって収集されたデータを用いて、多項マルチレベル回帰分析および線形マルチレベル回

帰分析を行った。その結果、マネジャーと現場従業員の組織同一視の程度が同じであるということ、すな

わち、組織同一視の一致は、顧客満足および販売成果に正の影響を与える一方、ダイアド間に組織同一視

のギャップがあるということ、すなわち組織同一視の緊張は、それらの成果に負の影響を与えるというこ

とが示唆された。Kraus, et al. は追加的に、この負の成果をもたらす組織同一視の緊張はどのようにして

回避されうるかという問いを設定した上で、この問いへの回答にも取り組んだ。彼らによると、マネジャ

ーがカリスマ的なリーダーシップ行動をとる時、組織同一視の緊張が回避されうる。それに加えて、その

ようなマネジャーは、成果ベースの統制アプローチを採用することが、最も適切であるということが示唆

された。他方、カリスマでないリーダー、とりわけ取引的なリーダーシップ行動をとるマネジャーであっ

ても、行動ベースの統制アプローチを採用している場合に、組織同一視の緊張が回避されうるということ

が示唆された。 

 

3－2 顧客同一視に関する研究 

 

Anaza and Ruterford（2012）は、同一視が職務エンゲージメントに与える潜在的な影響は、以前から指
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摘されていたにもかかわらず（cf. Cartwright and Holmes, 2006）、同一視と職務エンゲージメントの関係を探

究した研究がほとんど存在しないと指摘した。その上で、彼らは、組織同一視と顧客同一視が職務エンゲ

ージメントに与える影響、および、同一視の結果指標かつ職務エンゲージメントの先行指標としての顧客

志向の役割の探究に取り組んだ。298 人の従業員を対象に行った調査によって収集されたデータを用いて

構造方程式モデリングを行った結果、組織同一視は、顧客志向と職務エンゲージメントに有意な影響を与

え、顧客志向は、組織同一視と顧客同一視を職務エンゲージメントとつなげる媒介変数としての役割を果

たすということが示唆された。 

Korschun, et al.（2014）は、CSRに関する先行研究は主に、CSRは、人々に組織との心理的な強い結び

つき、すなわち組織同一視をもたらす、組織の根本的な価値観を伝達すると主張してきたが、組織だけで

なく、顧客とも対面している現場従業員にこの知見を適用することはできないと指摘した。その上で、彼

らは、組織同一視だけでなく、顧客同一視を含めたモデルの開発に取り組んだ。375 人の現場従業員を対

象に行った調査によって収集されたデータを用いて、構造方程式モデリングを行った結果、現場従業員は、

企業経営者や顧客が、企業の CSR活動を支援していると知覚している程度に比例して、組織および顧客と

同一視するということ、および、それらの影響は、CSRがすでに彼らの自己の感覚と強く結びついている

従業員の間でより強いということが示唆された。それに加えて、組織同一視および顧客同一視は両方とも、

成果に有意な正の影響を与えるが、顧客同一視は、顧客志向を通して成果に影響を与えるということが示

唆された。 

Anaza（2015）は、従業員と顧客の間で良好な関係を築くことによって、企業は顧客とのリレーションシ

ップをうまく管理することができるにもかかわらず、従業員の顧客同一視によって構築されるような関係

について、先行研究はほとんど無視してきたと指摘した。その上で、彼は、顧客同一視に関する先行研究

にさらに貢献するために、従業員の顧客同一視のモデルの探究に取り組んだ。298人のサービス従業員と、

157 人の看護師を対象に行った調査によって収集されたデータを用いて、構造方程式モデルを推定した結

果、両者のサンプルにおいて、個人と組織の適合および個人と職務の適合は組織同一視に有意な正の影響

を与え、組織同一視は顧客同一視に有意な正の影響を与えるということが示唆された。それに加えて、サ

ービス従業員のサンプルにおいて、個人と職務の適合が、顧客同一視に直接的に有意な正の影響を与える

ということが示唆された。 

 

3－3 まとめ 

 

本章においては、第 1 章において提起した、現場従業員の市場志向を高めるにはどうすればよいのであ

ろうかという問いに対する答えを見出すために本論が援用する、同一視に関する研究の知見を概観した。

まず第 3－1節において、組織同一視に関する研究をレビューした。その中で、先行研究は、従業員が組織

を同一視するプロセスや要因、および対人交流の文脈において組織同一視が果たす役割に関する知見を蓄

積してきたということを確認した。続く第 3－2節において、組織同一視に関する研究から派生する形で提

唱された、顧客同一視に関する研究をレビューした。その中で、先行研究は、顧客同一視の先行指標と結

果指標に関する知見を蓄積してきたということを確認した。 
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前章および本章において概観した市場志向と同一視に関する研究の知見を踏まえて、次章第 4 章におい

ては、現場従業員の同一視と市場志向の関係に関する本論の概念モデルを構築する。すなわち、先行研究

において示唆されたマネジャーの組織同一視が果たす役割に加えて、現場従業員の同一視が、現場従業員

の市場志向を高める上で果たす役割を探究する。 

 

 

第 4章 概念モデルの構築 

 

4－1 先行研究の課題 

 

第 2－1節において概観したとおり、組織の市場志向に関する先行研究は、これまで、市場志向の先行指

標を探究しつつ、企業成果との有意な正の関係を示唆する経験的証拠を得ることによって発展してきた。

しかしながら、組織の市場志向に関する研究が発展していく中で、そのような企業成果との有意な正の関

係とは逆、または有意な関係を持たないとする経験的な証拠も現れた。そのような先行研究間の知見の不

一致に着目し、組織の市場志向に関する研究は、さらに発展した（e.g., Kirca, et al., 2005; Kumar, et al., 2011）。

しかしながら、組織の市場志向に関する研究は、依然として、現場従業員の市場志向を高めるにはどうす

れば良いのであろうかという問いに関して、十分な示唆を提供できていないという限界を抱えたままであ

った。このような限界は、組織の市場志向に関する研究における調査設計上の問題に起因するのかもしれ

ない。すなわち、市場志向を、1人または少数のマネジャーに組織を代表して市場志向に関する調査票に回

答してもらうという手法を採用することは、同じ組織に所属する従業員の市場志向の程度は一定であると

仮定してしまっているという問題を含んでいる。もし、同じ組織に所属する従業員が、その市場志向の程

度において多様であるならば、組織の市場志向に関する研究間における知見の不一致は、市場志向的戦略

を実行する主体である現場従業員の存在を看過していたということが原因であると考えられる。このよう

な組織の市場志向に関する研究の限界に応えるようにして近年発展してきた研究潮流が、第 2－2節で概観

した、個人の市場志向に関する研究である。 

第 1 章において提起した、現場従業員の市場志向を高めるにはどうすればよいのであろうかという問い

に対して、個人の市場志向に関する研究は、一定の貢献をなしているように思われる。例えば、Lam, et al.

（2010）は、社会的学習理論を援用することによって学術的背景を整序した上で、ミドルマネジャーおよび

ベテラン同僚という 2 種類の使者を通して、個人の市場志向がトップマネジメントから現場従業員にまで

普及するということ、および、その普及プロセスにおいて、使者の組織同一視が調整的な役割を果たすと

いうことを示唆した。組織同一視という概念に関して、第 3 章で概観した同一視に関する先行研究におい

ては、マネジャーと現場従業員の組織同一視の交互効果や現場従業員の顧客同一視が、組織の成果におい

て重要な役割を果たすということを示唆している。Lam, et al. がこのような従業員が抱くであろう 2つの

同一視を考慮できていないということは、現場従業員が戦略を実行する主体であるということに鑑みるな

らば、重要な課題であると考えられる。本論においては、概念モデルを構築するに際して、同一視に関す

る最新の研究の知見を統合することによって、このような課題の解消を試みる。 
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4－2 企業内市場志向浸透に関する概念モデル 

 

まず「現場従業員の市場志向」を高める要因として、「マネジャーの市場志向」に着目する。なぜならば、

市場志向性の高いマネジャーは、自らが部下のロールモデルとして機能すると同時に、部下が市場志向的

行動を取るように権限を発揮しようとするかもしれないからである（Lam, et al., 2010）。次に、このような

市場志向の浸透を促進する要因として、「マネジャーの組織同一視」、「現場従業員の組織同一視」、「マネジ

ャーと現場従業員の組織同一視の一致」、および「現場従業員の顧客同一視」に着目する。第 1 に、「マネ

ジャーの組織同一視」は、組織を強く同一視しているマネジャーが、組織の模範として行動する可能性が

高く、かつ、人々は、そのような模範的なメンバーから学習しやすいため（Van Knippenberg, Lossie, and Wilke, 

1994）、市場志向の浸透を促進するであろう。第 2 に、「現場従業員の組織同一視」は、組織を強く同一視

している現場従業員が、組織の成果を自分のものと認識し（e.g., Mael and Tetrick, 1992）、組織のために成果

を上げていると思われるマネジャーから学習しようとする動機をより強く有するため、市場志向の浸透を

促進するであろう。第 3に、「マネジャーと現場従業員の組織同一視の一致」は、上司と部下の両者が同程

度に組織を同一視していることが、内集団ひいきと対人的類似性に裏打ちされた良質な対人関係に貢献す

るため（Kraus, et al., 2015）、市場志向の浸透を促進するであろう。第 4に、「現場従業員の顧客同一視」は、

顧客を強く同一視している現場従業員が、顧客志向的行動をとる可能性が高く（Anaza and Rutherford, 2012）、

顧客志向的行動に従事するために、市場志向性の高いマネジャーから積極的に学習しようと動機づけられ

るため、市場志向の浸透を促進するであろう。以上の主張は、図表 4 の概念モデルにまとめられるとおり

である。 

 

 

第 5章 おわりに 

 

5－1 学術的含意 

 

近年、組織として市場志向を掲げる企業が増えている一方、その有効性に関して懐疑的な主張も登場し

ている。このような現状に鑑みて、組織の市場志向に関する研究が抱えていた調査設計上の問題を解決す

ることを 1 つの目標として登場したのが、個人の市場志向に関する研究であった。個人の市場志向に関す

る研究は、個人の市場志向を測定する尺度を開発した上で、それについてすべての従業員に回答してもら

うという手法を採用することによって、市場志向のより詳細な描写を可能にした。それに加えて、これら

の研究は、市場志向の先行指標と結果指標を探究することによって発展してきた組織の市場志向に関する

研究とは異なり、組織が市場志向になるプロセスや、組織内で市場志向が普及するプロセスなどを探究す

ることによって発展してきた。しかしながら、それらの研究の知見は、市場志向に関する研究に多大なる

貢献をなしてきたものの、依然として、末端の現場従業員にまで焦点を合わせた研究は少ない。戦略を実

行する主体である現場従業員がその本質を理解できていなければ、企業が成果を上げることは難しいとい

うことを考えると（Guenzi, et al., 2011）、現場従業員に関する変数が考慮されてこなかったということは、 
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図表 4 企業内市場志向浸透に関する概念モデル 

 

市場志向に関する研究における大きな反省であろう。かくして、本論は、先行研究が現場従業員の存在を

十分に吟味できていなかったということを問題視して、現場従業員にまで市場志向を浸透させるプロセス

において、組織および顧客の両方に対する彼らの同一視が果たす役割を描写した概念モデルを提唱した。

先行研究で考慮されていた、マネジャーの組織同一視に加えて、現場従業員の組織同一視を考慮しただけ

でなく、その両者の組織同一視が一致しているかどうかということを考慮した概念モデルを提唱した点、

および、現場従業員が日々の業務で接する顧客に対する同一視の役割を考慮した概念モデルを提唱した点

において、本論は、個人の市場志向に関する研究に対して、一定の貢献をなしたと言いうるであろう。 

 

5－2 今後の課題 

 

本論は、以下のような課題を残している。まず、本論が提唱した概念モデルは、市場志向の成果に関す

る変数を含んでいない。具体的には、現場従業員の市場志向は、個々の従業員の金銭的指標や、先述した

組織同一視の結果指標に影響を与えるかもしれないが、本論においては、これらの結果指標を扱っていな

い。このような現場従業員の市場志向の結果指標に関しては、今後検討されるべきであろう。次に、本論

が提唱した概念モデルに対して、精緻化が望まれるであろう。例えば、顧客同一視を扱った先行研究にお

いては、組織同一視と顧客同一視が正の関係にあるということが示唆されている（Korschun, et al., 2014; 

Anaza, 2015）。しかしながら、組織同一視の古典的な考えの下においては、同一視の対象として、両者が対

立する存在になるかもしれない（Brown, 1969）。しかし、両者がそのような負の関係にあるならば、市場志

向はうまく浸透しえないであろう。今後の研究においては、以上の議論を考慮して、より精緻なモデルを

構築することが望まれるであろう。最後に、本論が提唱した概念モデルが、現実を正しく描写したモデル

であるか否かということを吟味するために、従業員に調査を実施することによって収集されたデータを用

いて実証分析を行うことが望まれるであろう。 

このような課題を残しているものの、本論は、従業員の市場志向と同一視の関係を検討したという点に

おいて、一定の意義を持つ研究であったと言いうるであろう。 

 

現場従業員の 

市場志向 

現場従業員の 

顧客同一視 

マネジャーの 

組織同一視 

現場従業員の 

組織同一視 

マネジャーの 

市場志向 

組織同一視 

の一致 

（＋） （＋） （＋） （＋） 

（＋） 
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（記） 本論の執筆に際して、ご助力くださった方々に感謝の意を表したい。まず、慶應義塾大学商学部

小野晃典先生には、お忙しい時間の合間を縫って、テーマ決めから本文の一言一句まで、幅広く入

念なご指導をいただいた。小野先生の温情あるご指導がなければ、本論を同期とともに卒論集へ掲

載することすらなかったかもしれない。また、同研究会の先輩方にも、多数のご助力をいただいた。

特に、同研究会前期博士課程の石井隆太さんには、ご自身の修士論文の執筆のかたわら、仮説の方

向性に関する議論などに頻繁にお付き合いいただいた。同様に、同研究会後期博士課程の中村世名

さん、および竹内亮介さんにも、有益なご助言をいただいた。そして欠かせないのが、同期である

同研究会第 13期生の存在である。彼らは、ともに切磋琢磨できる大変貴重な存在であった。今後私

は、修士論文の執筆に邁進していく所存である。修士論文の執筆に対しては、これまでのご助力を

少しでも返すつもりで誠心誠意、取り組んでいきたい。後輩である同研究会第 14 期生や家族を含

む、私の論文執筆活動に携わってくださったすべての方々に心より深く御礼申し上げ、結びとした

い。 
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